
2020年度北栄町農業再生協議会水田フル活用ビジョン 
 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題   

北栄町は、なだらかな丘陵地帯に約 750haの広大な黒ぼく畑が広がり、北の海岸線沿いに約 630ha

の砂丘地、平野部に約 1,000haの水田地帯があり、バランスのとれた農業が展開されている。 

畑地においては、かんがい設備の完備により砂丘畑で長いも・らっきょう、黒ぼく畑でスイカ・ブ

ロッコリー等の野菜が栽培され、県下でも有数の農業地帯となっている。 

 水田においては、大区画圃場整備事業や農業政策の推進に伴い、集落営農組織が多く設立されてお

り、主要な担い手として、水稲・麦・大豆・新規需要米の栽培を中心とした効率的な営農、水系を考

慮したブロックローテーションによる麦・大豆の団地化と水田の高度利用が行われている。 

しかし、近年、担い手の高齢化、農産物の価格低迷等による遊休農地や低利用農地が増加しており、

家族経営を含む多様な担い手の確保、認定農業者や集落営農組織を中心とした営農推進を行い、土地

利用効率の向上を図っていく必要がある。 

農地の維持にあたっては、担い手の規模拡大・生産性向上・コスト削減を支援することが重要で、

農地中間管理事業を活用した農地集積、団地化等を一層進めていく必要がある。 

また、需要に応じた作物生産に移行するため、販売計画を踏まえた主食用米の生産、戦略作物や地

域の特徴を活かした特産作物の作付推進にも継続して取り組むことが重要であり、水田フル活用ビジ

ョンに基づくきめ細かな取組を支援する。 

 

２ 作物ごとの取組方針等   

町内の約 1,000ha（不作付地を含む）の水田について、適地適作を基本として、主食用米・麦・大

豆・新規需用米等の維持・拡大を図ることとする。 

（１）主食用米 

高温登熟や収穫作業の遅れ等による品質低下を回避するため、現在の早生品種に偏った品種構

成を見直し、収量・品質が安定して高い、高温に強い中生品種「きぬむすめ」の導入・推進を図

る。また、収量・品質を確保するため、栽培管理の徹底や新技術の普及を行う。販売にあたって

は JA鳥取中央（以下：JA）の方針に従って京阪神方面への「鳥取米」の流通を継続する。 

 

（２）非主食用米 

ア 飼料用米 

実需者と出荷契約を取り交わし、供給計画に基づいて、畑作物が作付できない湿田地帯を中心

に、多収品種の導入及び規模拡大の推進を図るとともに、適正な肥培管理を徹底して安定多収

を推進する。 

 

イ WCS用稲 

   畜産農家の自給飼料確保と耕種農家の水田有効活用を図るため、耕畜連携を推進する。また、

実需者である畜産農家のニーズに即した高品質な WCS 用稲を安定供給するため、耐倒伏性が強

く、収量が確保できる品種の作付推進と、生育状況に応じ、現地巡回・指導会等を通じて肥培管

理の徹底を図る。 

 



（３）麦、大豆、飼料作物 

麦については、契約栽培を行っている実需者（ビール及び麦茶）のニーズに応えるため二条大

麦の安定供給を図る。そのために、湿害回避のための栽培管理の徹底、耕耘同時畝立播種等新技

術の普及、適期作業の遵守や基本技術の励行及び適切な土壌管理を進め、収量・品質を確保する

とともに、集落営農組織への作付及び二毛作の推進を行い、作付面積の拡大を進める。 

大豆については、契約栽培を行っている実需者（大豆卸会社）のニーズに応え、高品質・安定

収量を確保するため、湿害対策である耕耘同時畝立播種、難防除雑草対策である畝間除草等新技

術の普及、適期作業の遵守や基本技術の励行及び適切な土壌管理を進めることで、規模拡大を推

進する。また、集落営農組織によるブロックローテーションを推進し、連作障害を回避するとと

もに、水田の地力向上を図る。 

   飼料作物については、大栄地区内の畜産農家の飼料自給率は低く、購入飼料に依存しているこ

とから経費の負担が大きくなっている。また、輸入粗飼料の利用に警戒感が高まっている状況で、

自給飼料による安全・安心な畜産物が求められており、耕畜連携を推進して畜産農家のコスト低

減を図る。 

 

（４）高収益作物（園芸作物等） 

ブロッコリーは県内や関西方面からの需要が多く、妻波地区、大谷地区で主に取り組まれてい

る。市場の要望に対し、安定供給を図るため引き続き作付の推進を図る。 

芝については、本県が日本有数の芝産地であることからゴルフ場等への一定の需要があり、引

き続き作付を推進し、収益力の向上を図る。 

 


